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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第73期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第72期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　６月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

完成工事高 (百万円) 3,599 26,377

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △246 648

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △198 229

純資産額 (百万円) 4,008 4,219

総資産額 (百万円) 18,763 20,382

１株当たり純資産額 (円) 308.93 325.23

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △15.42 17.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 21.2 20.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 734 1,658

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △0 △63

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 106 △770

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 5,135 4,293

従業員数 (名) 466 447

(注)１　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式がないため記載していません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれる事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 466

 

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 359
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び売上の状況】

(1) 受注実績
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)

建設事業 6,701

その他の事業 ―

合計 6,701

 

(2) 売上実績
 

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円)

建設事業 3,597

その他の事業 1

合計 3,599

(注) １　当社グループでは建設事業以外は受注生産は行っていません。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難でありため「生産の状況」は記載していません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％)

古河電気工業㈱ 607 16.9

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 売上にかかる季節的変動について

　　建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第4四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第3四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第4四半期連結会計期間の完成工事

高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連

結子会社)が判断したものであります。
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(1) 経営成績の分析

　　　　 当第１四半期におけるわが国経済は、米国経済の減速の影響や、原油・材料価格の高騰の影響を受け、景気の

減速傾向が一層強まり、先行き不透明な状況で推移しました。

　　特に建設業界においては、原油高や材料高の影響のほか、企業の設備投資も慎重姿勢が見えはじ

めるなど、厳しい経営環境が続いています。

　　　　 このような中、当社グループは多様な工事分野を持つ特性を生かし、電気設備工事、情報通信工事、電力工事、

環境工事などの重要得意先の受注を強化していますが、設備投資の低迷などにより、当四半期は厳しい状況

が続いています。

　　　　 その結果、当社グループの第１四半期連結業績は、完成工事高3,599百万円となりました。損益面においては、

平成20年７月22日付「債権の取立不能又は取立遅延に関するお知らせ」でお知らせしたとおり、株式会社

ゼファーの民事再生手続開始申立に伴い、想定される工事債権等の全額53百万円を貸倒引当金に計上した

こともあり、営業損失230百万円、経常損失246百万円、四半期純損失198百万円となりました。

(2) 財政状態の分析

　　①資産

　　流動資産は、前連結会計年度末に比べて9.2％減少し、14,965百万円となりました。これは、現金及び預金が

954百万円増加し、受取手形及び完成工事未収入金が3,733百万円減少し、未成工事支出金が1,229百万円増

加したことなどによります。なお、当社グループの属する建設業界における業績は、完成工事高の計上が下

半期に偏る傾向があるので、当社グループの第１四半期は、前連結会計年度末に計上した売上債権の回収に

より流動資産が減少する傾向があります。

　　固定資産も、前連結会計年度末に比べて2.6％減少し、3,798百万円となりました。これは、投資有価証券が66

百万円、繰延税金資産が20百万円それぞれ減少したことなどによります。

　　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて7.9％減少し、18,763百万円となりました。

　　②負債

　　流動負債は、前連結会計年度末に比べて10.1％減少し、12,788百万円となりました。これは、支払手形及び工

事未払金が1,847百万円、未払法人税等が277百万円それぞれ減少し、未成工事受入金が624百万円増加した

ことなどによります。

　　固定負債は、前連結会計年度末に比べて1.7％増加し、1,966百万円となりました。これは、主として退職給付

引当金が38百万円増加したことなどによります。

　　③純資産

　　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて5.0％減少し、4,008百万円となりました。これは、主として利益剰

余金が237百万円減少したことなどによります。

(3) キャッシュ・フローの状況

　　当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は5,135百万円となり、前連結会計年度末より841

百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　　営業活動による資金の増加は734百万円となりました。これは主に仕入債務の減少及び未成工事支出金の増

加があったものの、それ以上に売上債権の減少が大きかったことによるものであります。

　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　　投資活動による資金の減少は0百万円となりました。これは主に投資有価証券の売却による収入があったも

のの、定期預金の預入による支出があったことによるものであります。

　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　　財務活動による資金の増加は106百万円となりました。これは主に借入金による収入によるものでありま

す。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

　　研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　　当社グループを取り巻く事業環境は、収益に関連する原油価格や材料価格などがさらに上昇する懸念もあ

りますが、当社グループの属する建設業界における業績は、完成工事高の計上が下半期に偏る傾向があるこ

とから、第２四半期、通期の業績見通しは変更していません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,877,50012,877,500
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 12,877,50012,877,500― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 12,877― 1,817 ― 1,391

 

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握して

いません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,875,000
12,875 ―

単元未満株式
普通株式

2,500
― ―

発行済株式総数 12,877,500― ―

総株主の議決権 ― 12,875 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれており、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が3個含まれています。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
　４月

 
　５月

 
　６月

最高(円) 167 167 179

最低(円) 147 151 152

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

　　 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施

行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しています。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人

により四半期レビューを受けています。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本

監査法人から名称変更しています。
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１【四半期連結財務諸表】
(１)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,748 4,793

受取手形・完成工事未収入金 ※2
 5,953

※2
 9,687

未成工事支出金 2,822 1,593

繰延税金資産 182 146

その他 274 286

貸倒引当金 △16 △24

流動資産合計 14,965 16,483

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 964

※1
 976

機械装置及び運搬具 ※1
 45

※1
 51

土地 1,514 1,514

その他 ※1
 72

※1
 72

有形固定資産合計 2,597 2,614

無形固定資産 101 98

投資その他の資産

投資有価証券 474 541

長期貸付金 6 6

繰延税金資産 304 325

その他 425 377

貸倒引当金 △112 △65

投資その他の資産合計 1,099 1,185

固定資産合計 3,798 3,898

資産合計 18,763 20,382

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 4,833 6,681

短期借入金 5,975 5,814

未払法人税等 12 290

未払費用 322 421

未成工事受入金 1,443 819

完成工事補償引当金 8 4

その他 191 196

流動負債合計 12,788 14,228

固定負債

社債 32 32

長期借入金 426 439

退職給付引当金 1,432 1,393
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（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

役員退職慰労引当金 74 68

固定負債合計 1,966 1,933

負債合計 14,754 16,162

純資産の部

株主資本

資本金 1,817 1,817

資本剰余金 1,391 1,391

利益剰余金 656 893

自己株式 △0 △0

株主資本合計 3,865 4,102

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 113 86

繰延ヘッジ損益 △0 △0

評価・換算差額等合計 112 85

少数株主持分 30 31

純資産合計 4,008 4,219

負債純資産合計 18,763 20,382
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(２)【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

完成工事高 3,599

完成工事原価 3,254

完成工事総利益 344

販売費及び一般管理費 ※1
 575

営業損失（△） △230

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 7

その他 4

営業外収益合計 14

営業外費用

支払利息 30

営業外費用合計 30

経常損失（△） △246

特別利益

投資有価証券売却益 25

貸倒引当金戻入額 7

特別利益合計 32

特別損失

固定資産売却損 3

特別損失合計 3

税金等調整前四半期純損失（△） △216

法人税、住民税及び事業税 7

法人税等調整額 △27

法人税等合計 △19

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △198
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(３)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △216

減価償却費 28

のれん償却額 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6

受取利息及び受取配当金 △9

支払利息 30

投資有価証券売却損益（△は益） △25

有形固定資産売却損益（△は益） 3

売上債権の増減額（△は増加） 3,733

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,229

仕入債務の増減額（△は減少） △1,847

未成工事受入金の増減額（△は減少） 624

未払消費税等の増減額（△は減少） △74

その他 △34

小計 1,028

利息及び配当金の受取額 9

利息の支払額 △25

法人税等の支払額 △277

営業活動によるキャッシュ・フロー 734

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7

有形固定資産の売却による収入 0

投資有価証券の取得による支出 △0

投資有価証券の売却による収入 131

長期貸付金の回収による収入 0

定期預金の預入による支出 △112

無形固定資産の取得による支出 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △0

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 161

長期借入金の返済による支出 △13

配当金の支払額 △38

少数株主への配当金の支払額 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 106

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 841

現金及び現金同等物の期首残高 4,293

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,135
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸

倒見積高を算定しています。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっています。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっています。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

古河総合設備株式会社(E00270)

四半期報告書

17/24



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　2,376百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　162百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　2,446百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　135百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬　　　　　　　　 47百万円

従業員給料手当　 　　　 240百万円

退職給付費用　　　　　　 19百万円

役員退職慰労引当金繰入額　6百万円

法定福利費　　　　　　　 39百万円

貸倒引当金繰入額　　　　 53百万円

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第4四半期連

結会計期間に集中しているため、第1四半期連結会計期間から第3四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第4四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,748百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △612百万円　　　　

現金及び現金同等物 5,135百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,877,500

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 641

 

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24
日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 38 3.00平成20年３月31日平成20年６月25日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　

　　　　該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ていますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載していません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しています。

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

  

 308.93円

  

 325.23円

(注)　１株当たり純資産の算定上の基礎

 

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 4,008 4,219

純資産の部の合計額から控除する
金額(百万円)

30 31

(うち少数株主持分) (30) (31)

普通株式に係る四半期連結会計期
間末(連結会計年度末)の純資産額
(百万円)

3,978 4,187

1株当たり純資産額の算定に用い
られた四半期連結会計期間末(連
結会計年度末)の普通株式の数
（千株）

12,876 12,876

 

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △15.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　　―

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式がないため記載していません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(百万円) △198

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △198

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,876

 

(重要な後発事象)

　　　 該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

古河総合設備株式会社(E00270)

四半期報告書

21/24



 

EDINET提出書類

古河総合設備株式会社(E00270)

四半期報告書

22/24



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年８月13日

古河総合設備株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　布施木　孝　叔　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　村　山　孝　　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

古河総合設備株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河総合設備株式会社及び連結子

会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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